
事業名
（箇所名）

新石垣空港整備事業
担当課 沖縄県空港課 事業

主体
沖縄県

担当課長名 與那覇　聰

実施箇所 沖縄県石垣市

該当基準 事業完了後一定期間（５年以内）が経過した事業

主な事業の
諸元

滑走路 2,000m、誘導路、駐機場等

C:総費用(億円) 679.5

総事業費（億
円）

事業期間 事業採択 H17 完了 H24

＜解決すべき課題・背景＞
増大する航空需要に対応するため、昭和54年から滑走路長1,500mにて暫定的に小型ジェット機を就航させており、今後も航空需要の増大が見込
まれることから、中型ジェット機も就航可能な2,000mの滑走路を有する新空港を建設する。
＜達成すべき目標＞
増大が見込まれる航空需要に対応し、離島交通の利便性の向上と観光産業をはじめとする八重山地域の振興発展を支援することを目的とする。
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：航空交通ネットワークを強化する

目的・必要性

事業の効果
の発現状況

○滑走路の延長により、羽田空港への直行便が就航可能となったことから、那覇空港等を経由することが不要となり、旅客の時間短縮（羽田空港
への直行便利用により97分短縮）が図られた。
○空港施設全体の拡充整備により、高需要時間帯での受入可能便数が増加し、中型ジェット機の就航も可能となったことから、H24年度からH27年
度にかけて、58便/日（245.3万席/年）から64便/日（309.6万席/年）に就航便数及び提供座席数が増加した。就航便数及び提供座席数が増加した
ことに伴い、乗降客数はH24年度からH27年度にかけて、169万人から230万人（約1.4倍）に増加した。
○新空港の整備により、石垣市の空路による入域観光客数及び観光消費推計額が増加した。また、路線バス、タクシー、レンタカー、船舶、ホテル
の利用が増加しており、観光関連の求人数、求人倍率及び事業者売上の上昇も見られる。

事業実施に
よる環境の
変化

○本事業の実施にあたっては、専門家の指導・助言を得ながら、環境影響評価書に基づく環境保全措置等を適切に実施するとともに、事業着手後
は環境監視及び事後調査を行っている。その結果、本事業の実施による小型コウモリ類及びサンゴ礁生態系への著しい影響は見られていない。
○本事業の実施により、空港が移転したことから、旧空港周辺市街地における航空機騒音が解消され、生活環境の改善が図られた。
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966.7

○リーマンショックによる世界金融危機（H20年9月）、東日本大震災（H23年3月）の影響により、一時的に航空需要は減少したが、順調に回復して
きている。また、新空港開港後、航空会社の撤退や一時的な減便も見られたが、新規参入や増便、機材の大型化もあったため、乗降客数の推移
に大きな影響は生じていない。
○沖縄県や石垣市などの積極的な観光プロモーション活動により、新石垣空港における国際線旅客数が増加傾向にある。
○新空港への移転に伴い、中心市街地からの距離が遠く（約3km→約14km）なったものの、定時性の高い路線バスが運航しており、公共交通機関
によるアクセス手段が確保されている。

今後の事後
評価の必要
性

増大する航空需要へ対応し、離島交通の利便性が向上するとともに、観光産業をはじめとする八重山地域の振興発展に寄与していることから、事
業の目的を達成しており、効果も発現している。そのため、今後の事後評価の必要性はない。

改善措置の
必要性

事業の目的を達成し、事業の効果が発現しており、また環境等への重大な影響も見られないことから、改善措置の必要性はない。

その他

採択時 約420 完了時 451

費用対効果
分析の算定
基礎となった
要因の変化

○ 事業費　 ：＜再評価時＞451億円→＜事後評価時＞451億円
○ 事業期間：＜再評価時＞H17～24年度→＜事後評価時＞H17～24年度
○ 需要：前回評価時　188万人（H25年度）　→　事業完了時実績値　230万人（H27年度）

同種事業の
計画・調査の
あり方や事
業評価手法
の見直しの
必要性

特段見直しの必要性はない。

対応方針 対応なし

対応方針理
由

社会経済情
勢等の変化
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